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(57)【要約】
【課題】視野角特性やコントラストの優れた液晶パネル
及びこれを用いた液晶表示装置を提供する。
【解決手段】液晶セル１０と、液晶セル１０の背面側に
貼合された第１の偏光板２０と、液晶セル１０の視認側
に貼合された第２の偏光板３０とを備えた液晶パネル２
である。液晶セル１０は、対向する一対の光透過性基板
１１と、液晶層１３と、電極１２と、第１の位相差層１
６と、を備えた位相差層インセルタイプの液晶セルであ
る。第１の偏光板２０は、第１の外側樹脂フィルム２５
と、第１の偏光フィルム２１と、第１の粘着剤層２７と
、がこの順に積層され、第２の偏光板３０は、第２の外
側樹脂フィルム３５と、第２の偏光フィルム３１と、第
２の粘着剤層３７と、がこの順に積層されている。第１
の偏光板２０と第２の偏光板３０のいずれか少なくとも
一方は、偏光フィルムと粘着剤層との間に配置された第
２の位相差層２３を更に備えている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶セルと、前記液晶セルの背面側に貼合された第１の偏光板と、前記液晶セルの視認
側に貼合された第２の偏光板とを備えた液晶パネルであって、
　前記液晶セルは、
　対向する一対の光透過性基板と、
　前記一対の光透過性基板の間に封入された液晶層と、
　前記一対の光透過性基板の間に形成され、電圧の印加により前記液晶層の配向状態を変
化させる電極と、
　前記一対の光透過性基板の間に形成された第１の位相差層と、を備えた位相差層インセ
ルタイプの液晶セルであり、
　前記第１の偏光板は、
　第１の外側樹脂フィルムと、
　ポリビニルアルコール系樹脂からなる第１の偏光フィルムと、
　第１の粘着剤層と、がこの順に積層され、
　前記第２の偏光板は、
　第２の外側樹脂フィルムと、
　ポリビニルアルコール系樹脂からなる第２の偏光フィルムと、
　第２の粘着剤層と、がこの順に積層され、
　前記第１の偏光板と前記第２の偏光板のいずれか少なくとも一方は、偏光フィルムと粘
着剤層との間に配置された第２の位相差層を更に備えることを特徴とする液晶パネル。
【請求項２】
　前記第１の位相差層は、波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が１０ｎｍ以下であり、
かつ厚み方向位相差値が２０～４００ｎｍ又は－４００～－２０ｎｍの範囲にあるＣプレ
ートである、請求項１に記載の液晶パネル。
【請求項３】
　前記第２の位相差層は、ポリプロピレン系樹脂からなる位相差フィルムである、請求項
１又は２に記載の液晶パネル。
【請求項４】
　前記第２の位相差層は、以下のいずれかである、請求項１～３のいずれかに記載の液晶
パネル。
　波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が４０～５００ｎｍの範囲にあるポジティブＡプ
レート；
　波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が４０～５００ｎｍの範囲にあり、厚み方向位相
差値が２０～５００ｎｍの範囲にあるポジティブＢプレート；
　波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が１０～３００ｎｍの範囲にある１／４波長板；
　波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が１０～３００ｎｍの範囲にある１／４波長板と
、波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が２４０～４００ｎｍの範囲にある１／２波長板
とが積層された複合位相差板。
【請求項５】
　前記第２の位相差層は、前記第１の偏光板と前記第２の偏光板のいずれか一方にのみ設
けられ、
　前記第１の偏光板と前記第２の偏光板のうち前記第２の位相差層と反対側の偏光板には
、偏光フィルムと粘着剤層との間に無配向性フィルムが配置される、請求項１～４のいず
れかに記載の液晶パネル。
【請求項６】
　前記液晶セルは、ＶＡモードの液晶セル又はＩＰＳモードの液晶セルである、請求項１
～５のいずれかに記載の液晶パネル。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれかに記載の液晶パネルを備えることを特徴とする液晶表示装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶パネル及びこれを備えた液晶表示装置に関し、特に、位相差層インセル
タイプの液晶セルを用いた液晶パネル及びこれを備えた液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯電話，携帯情報端末，コンピュータ用のモニター，テレビなどの情報用表示デバイ
スとして、液晶表示装置（ＬＣＤ）が使用されている。近年、消費電力が少なく、低電圧
で駆動し、軽量かつ薄型の液晶表示装置が急速に普及してきている。液晶技術の進展に伴
い、さまざまなモードの液晶表示装置が提案されており、応答速度やコントラスト、狭視
野角といった液晶表示装置に特有の問題点が解消されつつある。しかしながら、液晶表示
装置は、依然として陰極線管（ＣＲＴ）に比べて視野角が狭いことが指摘されており、視
野角拡大のための各種試みがなされている。
【０００３】
　液晶表示装置は、画像表示手段としての液晶パネルを備えている。一般に、液晶パネル
は、主として基板ガラス内に液晶材料を封入した液晶セルと、この液晶セルの基板ガラス
表面に貼合された偏光板により構成されている。そして、液晶セル内の液晶材料に電圧を
印加することで液晶分子の配向を電気的に制御し、画像の表示制御を行っている。
【０００４】
　このような液晶セルの一つに、正又は負の誘電率異方性を有する棒状の液晶分子を基板
に対して垂直に配向させた、垂直配向（ＶＡ）モードの液晶セルがある。この垂直配向モ
ードは、非駆動状態においては、液晶セルの液晶分子が基板に対して垂直に配向している
ため、光は偏光の変化を伴わずに液晶層を通過する。このため、液晶パネルの上下に互い
に吸収軸が直交するように直線偏光板を配置することで、正面から見た場合にほぼ完全な
黒表示を得ることができ、高いコントラスト比を得ることができる。
【０００５】
　しかしながら、液晶セルに偏光板のみを備えたＶＡモードの液晶表示装置では、それを
斜めから見た場合に、配置された偏光板の軸角度が９０°からずれてしまうことと、セル
内の棒状の液晶分子が複屈折を発現することに起因して光漏れが生じてしまう。その結果
、見る角度によってコントラスト比の著しい変動や大きな色調変化を引き起こすという不
具合があった。なお、このような液晶表示装置を斜めから見た場合のコントラスト比と色
変化を「視野角特性」と呼ぶ。
【０００６】
　この視野角特性の不具合を解消するためには、液晶セルと直線偏光板の間に光学補償フ
ィルムを配置する必要がある。従来は、光学補償フィルムとして二軸性の位相差フィルム
を液晶セルと上下の偏光板の間にそれぞれ１枚ずつ配置する仕様や、一軸性の位相差フィ
ルムと完全二軸性の位相差フィルムを、それぞれ１枚ずつ液晶セルの上下に配置する仕様
、２枚とも液晶セルの片側に配置する仕様などが採用されてきた。例えば、特許文献１に
は、垂直配向モードの液晶表示装置において、上下の偏光板と液晶セルの間に、それぞれ
Ａプレート（すなわち、正の一軸性位相差フィルム）とＣプレート（すなわち、完全二軸
性位相差フィルム）を配置することが記載されている。このように、液晶セルのモード等
に応じて種々の位相差フィルムを適宜選択して配置することで、最適な視野角特性やコン
トラスト比を実現している。
【０００７】
　従来、位相差フィルムとしては、特許文献１のように、液晶セルの外側に配置する、い
わゆる位相差層「アウトセル」タイプのものが多かった。しかしながら、近年、液晶セル
の内部に位相差層を形成する、いわゆる位相差層「インセル」タイプの液晶パネルが開発
されている。
【０００８】
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　例えば、特許文献２には、主としてＩＰＳモードの液晶表示装置において、ホメオトロ
ピック配向した位相差層としての「＋Ｃプレート（正のＣプレート：ポジティブＣプレー
トともいう）」を備えた位相差層インセルタイプの液晶セルが開示されている。また、特
許文献３には、液晶セル内の基盤と液晶層との間に設けられ、負の屈折率異方性を有する
位相差板（すなわち、負のＣプレート：ネガティブＣプレートともいう）が設けられた液
晶表示装置が開示されている。
【０００９】
　このように、位相差層を液晶セル内に設けることで、厚みのある位相差フィルムを液晶
セルの表面に貼合する必要がなくなるため、液晶パネルのさらなる薄型化・軽量化を図る
ことができる。また、位相差フィルムの厚みに起因する視差（パララックス）も低減する
ことができるなど、メリットが多い。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００１－１０９００９号公報（請求項１５、段落００３６）
【特許文献２】特開２００９－４０９８４号公報（請求項１，段落００８２，０１３１）
【特許文献３】特開２０００－２２１５０６号公報（請求項２，３、段落００３７）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　このように、通常、インセルの位相差層は、Ｃプレートの位相差層が多く、このＣプレ
ートとしての位相差層だけでは、光学補償機能は不十分である。例えば、ＶＡモードの液
晶セルに対し、Ｃプレートとしての位相差層は液晶層自体が有する複屈折を補償すること
が可能であるが、液晶セルの両面にクロス二コルに配置された偏光板の偏光軸直交性に視
野角依存性があり、ＶＡモードの液晶セルを斜め方向から見たときに光漏れが生じるなど
、視野角特性やコントラスト比が劣ることがある。
【００１２】
　本発明の目的は、視野角特性やコントラストの優れた液晶パネル及びこれを用いた液晶
表示装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題は、本発明の液晶パネルによれば、液晶セルと、前記液晶セルの背面側に貼合
された第１の偏光板と、前記液晶セルの視認側に貼合された第２の偏光板とを備えた液晶
パネルであって、前記液晶セルは、対向する一対の光透過性基板と、前記一対の光透過性
基板の間に封入された液晶層と、前記一対の光透過性基板の間に形成され、電圧の印加に
より前記液晶層の配向状態を変化させる電極と、前記一対の光透過性基板の間に形成され
た第１の位相差層と、を備えた位相差層インセルタイプの液晶セルであり、前記第１の偏
光板は、第１の外側樹脂フィルムと、ポリビニルアルコール系樹脂からなる第１の偏光フ
ィルムと、第１の粘着剤層と、がこの順に積層され、前記第２の偏光板は、第２の外側樹
脂フィルムと、ポリビニルアルコール系樹脂からなる第２の偏光フィルムと、第２の粘着
剤層と、がこの順に積層され、前記第１の偏光板と前記第２の偏光板のいずれか少なくと
も一方は、偏光フィルムと粘着剤層との間に配置された第２の位相差層を更に備えること
により解決される。
【００１４】
　この場合、前記第１の位相差層は、波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が１０ｎｍ以
下であり、かつ厚み方向位相差値が２０～４００ｎｍ又は－４００～－２０ｎｍの範囲に
あるＣプレートであると好適である。
【００１５】
　また、前記第２の位相差層は、ポリプロピレン系樹脂からなる位相差フィルムであるこ
とが好ましい。
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【００１６】
　さらに、前記第２の位相差層は、以下のいずれかであることが好ましい。
　波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が４０～５００ｎｍの範囲にあるポジティブＡプ
レート；
　波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が４０～５００ｎｍの範囲にあり、厚み方向位相
差値が２０～５００ｎｍの範囲にあるポジティブＢプレート；
　波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が１０～３００ｎｍの範囲にある１／４波長板；
　波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が１０～３００ｎｍの範囲にある１／４波長板と
、波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が２４０～４００ｎｍの範囲にある１／２波長板
とが積層された複合位相差板。
【００１７】
　さらにまた、前記第２の位相差層は、前記第１の偏光板と前記第２の偏光板のいずれか
一方にのみ設けられ、前記第１の偏光板と前記第２の偏光板のうち前記第２の位相差層と
反対側の偏光板には、偏光フィルムと粘着剤層との間に無配向性フィルムが配置されると
好適である。
【００１８】
　また、前記液晶セルは、ＶＡモードの液晶セル又はＩＰＳモードの液晶セルであること
が好ましい。
【００１９】
　また、上記課題は、本発明の液晶パネルによれば、上記のいずれかに記載の液晶パネル
を備えることにより解決される。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明の偏光パネル及び液晶表示装置によれば、第１の位相差層を備えた位相差層イン
セルタイプの液晶セルに加えて、第１の偏光板又は第２の偏光板のいずれか少なくとも一
方に第２の位相差層を備えている。このため、第１の位相差層のみを備えた従来の位相差
層インセルタイプの液晶パネルや液晶表示装置に比べて、視野角特性やコントラスト比が
より向上したものとなる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】透過型ＶＡモードの液晶パネル及び液晶表示装置の断面模式図である。
【図２】半透過型ＶＡモードの液晶パネル及び液晶表示装置の断面模式図である。
【図３】ＩＰＳモードの液晶パネル及び液晶表示装置の断面模式図である。
【図４】透過型ＶＡ直線偏光モードの液晶パネルの具体例である。
【図５】透過型ＶＡ直線偏光モードの液晶パネルの具体例である。
【図６】透過型ＶＡ直線偏光モードの液晶パネルの具体例である。
【図７】半透過型ＶＡ円偏光モードの液晶パネルの具体例である。
【図８】半透過型ＶＡ円偏光モードの液晶パネルの具体例である。
【図９】透過型ＩＰＳ直線偏光モードの液晶パネルの具体例である。
【図１０】透過型ＩＰＳ直線偏光モードの液晶パネルの具体例である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明のいくつかの実施形態について、図を参照して説明する。なお、本発明は
以下に説明する部材や配置等によって限定されず、これらの部材等は本発明の趣旨に沿っ
て適宜改変することができる。
【００２３】
　本発明の液晶パネルは、第１の位相差層を内部に有する位相差層インセルタイプの液晶
セルの背面側と視認側にそれぞれ偏光板を備えており、これら偏光板のいずれか少なくと
も一方に第２の位相差層を備える点を特徴とする。液晶セル内に設けられる第１の位相差
層と、偏光板に設けられる第２の位相差層は、液晶セルのモードなどに応じて適宜最適な
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ものを選択して用いることができる。液晶セルのモードは特には限定されず、例えばＶＡ
モード、ＩＰＳモード、ＴＮモード、ＳＴＮモード、ＯＣＢモード、ＡＳＭモードなどを
使用することができる。以下の実施形態では、液晶セルのモードとして透過型ＶＡモード
、半透過型ＶＡモード、ＩＰＳモードの３種についてそれぞれ具体的に説明する。
【００２４】
　＜透過型ＶＡモード：第１の実施形態＞
　（液晶パネル１０及び液晶表示装置１）
　図１は、本発明の第１の実施形態における液晶パネルと液晶表示装置の断面模式図を示
している。この実施形態では、液晶セルとして透過型ＶＡモード（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａ
ｌｉｇｎｍｅｎｔモード：垂直配向モード）を用いた例について説明する。この図に示し
た液晶表示装置１は、液晶パネル２と、バックライト４１と、光拡散板４３と、を備えて
いる。液晶パネル２は、液晶セル１０と、液晶セル１０の背面側の面に貼合された背面側
偏光板としての第１の偏光板２０と、液晶セル１０の視認側の面に貼合された視認側偏光
板としての第２の偏光板３０と、から構成されている。
【００２５】
　ここで、「背面側偏光板」とは、液晶パネル２を液晶表示装置１に搭載した際にバック
ライト４１側に位置する偏光板を意味する。また、「視認側偏光板」とは、液晶パネル２
を液晶表示装置１に搭載した際に観測者が視認する側（バックライト４１とは反対側）に
位置する偏光板を意味する。
【００２６】
　（液晶セル１０）
　液晶セル１０は、ガラスなどの光透過性基板の間に液晶物質を封入した表示素子である
。液晶セル１０は、図示しない表示制御装置からの電気的制御により液晶物質の分子配向
を変化させることで、液晶セル１０の背面側に配置した偏光板により偏光されたバックラ
イト４１の光の偏光状態を変化させ、液晶セル１０の視認側に配置した偏光板を透過する
光量を制御することによって画像を表示させる。本実施形態の液晶セル１０は、ＶＡモー
ド（垂直配向モード）であり、正又は負の誘電率異方性を有する棒状の液晶分子を光透過
性基板に対して垂直に配向させている。以下、液晶セル１０の具体的構成について説明す
る。
【００２７】
　図に示すように、液晶セル１０は、互いに対向した一対の光透過性基板１１と、この光
透過性基板１１の間に封入された液晶層１３と、光透過性基板１１の間に形成された一対
の電極１２と、一方の光透過性基板１１の側に配置されたカラーフィルタ１４と、電極１
２の表面全体に積層された配向膜１５と、を備えている。光透過性基板１１は、ガラス基
板などの光を透過させる材料で形成された基板である。電極１２としては、薄膜トランジ
スタ（ＴＦＴ：Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）が用いられる。薄膜トラン
ジスタのうち、電圧が印加される電極部分としては、ＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏ
ｘｉｄｅ）などの金属材料をスパッタリングなどにより光透過性基板１１上にパターニン
グした透明導電膜が用いられる。一対の電極１２のうち、背面側（バックライト４１側）
の電極は画素電極であり、視認側の電極は共通電極であり、これらは互いに対向して配置
されている。なお、電極１２側のカラーフィルタ１４の表面には、通常、図示しないオー
バーコート層が設けられている。
【００２８】
　液晶層１３は、上述した液晶分子を光透過性基板１１の間に封止材を用いて封止したも
のである。液晶分子としては、ネマティック液晶分子が好ましく用いられる。カラーフィ
ルタ１４は、特定の波長域の光を透過又は遮断するフィルタであり、赤（Ｒ）、緑（Ｇ）
、青（Ｂ）やブラックマトリックス（ＢＭ）などの画素を基板上に配置したものである。
配向膜１５は、電極１２の表面全体を被覆しており、電極１２に電圧を印加していない状
態で、液晶分子の配向を光透過性基板１１に対して垂直に配向した状態に保持する機能を
有している。
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【００２９】
　ＶＡモードの液晶セル１０では、電極１２に電圧を印加していないとき（非駆動時）に
は、液晶層１３の液晶分子は光透過性基板１１に対して垂直に配向する。一方、電極１２
に電圧を印加したとき（駆動時）には、液晶層１３の液晶分子は光透過性基板１１に対し
て水平に配向する。これにより、特に黒表示の際に正面から見たときの光漏れなどが少な
く、高いコントラスト比を得ることができる。
【００３０】
　本発明の液晶セル１０は、一対の光透過性基板１１で挟まれた内側に第１の位相差層１
６を備えた、いわゆる「位相差層インセルタイプ」のセルである点を特徴としている。図
中では、第１の位相差層１６は、視認側の電極１２（共通電極）とカラーフィルタ１４と
の間に設けられている。
【００３１】
　第１の位相差層１６は、公知の材料や方法で作製することができる。例えば、第１の位
相差層１６の材料として架橋性液晶化合物や重合性液晶化合物などを含有する液晶組成物
を用い、ラビング法、光配向法、放射線硬化法、レーザー配向法などの方法により、光透
過性基板１１の表面に直接コーティングするか、あるいは他の基材の表面に位相差層を形
成して光透過性基板１１の上に移設する方法などが挙げられる。第１の位相差層１６の材
料や製造方法の詳細は、例えば、上述した特許文献１や特許文献２のほか、特開２００７
－２７９７０５号公報、特開２００７－２７９４７７号公報、特開２００７－２７９６８
８号公報、特開２００７－３３２１９５号公報、特開２００９－５８６１０号公報、特開
２００９－１５７３３４号公報、特開２０１０－０７８９７１号公報などを参照すること
ができる。
【００３２】
　なお、図では、電極１２とカラーフィルタ１４の間に第１の位相差層１６を配置した例
について説明しているが、第１の位相差層１６が設けられる位置としてはこれに限定され
ない。例えば、背面側の光透過性基板１１と背面側の電極１２（画素電極）との間、背面
側の電極１２（画素電極）と背面側の配向膜１５との間、視認側の光透過性基板１１とカ
ラーフィルタ１４との間、視認側の電極１２（共通電極）と視認側の配向膜１５との間な
ど、所望の位置に第１の位相差層１６を設けるようにしてもよい。
【００３３】
　光学補償機能の観点から、液晶セル１０の内部に形成される第１の位相差層１６として
は、Ｃプレート（完全二軸性位相差層）が好ましい。本発明の第１の位相差層１６として
は、波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が１０ｎｍ以下であり、かつ厚み方向位相差値
が２０～４００ｎｍ又は－４００～－２０ｎｍの範囲にあるＣプレートが好適である。特
に、本実施形態のＶＡモードの液晶セル１０では、液晶分子自体の複屈折を打ち消すため
に、第１の位相差層１６としては負の屈折率異方性を有する、いわゆるネガティブＣプレ
ート（負の完全二軸性位相差層）が好適である。ここで、ネガティブＣプレートは、位相
差層の面内遅相軸方向の屈折率をｎｘ、位相差層の面内進相軸方向の屈折率をｎｙ、位相
差層の厚み方向の屈折率をｎｚとしたときに、「ｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚ」の関係となる位相差
層である。ネガティブＣプレートの厚み方向位相差値は２０～４００ｎｍの範囲が好まし
い。
【００３４】
　なお、厚み方向の屈折率異方性は、式（２）により定義される厚み方向位相差値Ｒｔｈ

で表される。厚み方向位相差値Ｒｔｈは、面内位相差値Ｒ０、遅相軸を傾斜軸として４０
°傾斜して測定した位相差値Ｒ４０、フィルムの厚みｄ、フィルムの平均屈折率ｎ０を用
いて、式（１）と次式（４）～（７）から数値計算によりｎｘ、ｎｙ、ｎｚを求め、これ
らを式（２）に代入して算出することができる。また、Ｎz係数＝は、式（３）から算出
することができる。以下、本明細書の他の記載において同様である。
　　Ｒ0＝（ｎx－ｎy）×ｄ　　　　　　　　　（１）
　　Ｒth＝〔（ｎx＋ｎy）／２－ｎz〕×ｄ　　（２）
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　　Ｎz係数＝（ｎx－ｎz）／（ｎx－ｎy）　　（３）
　　Ｒ４０＝（ｎｘ－ｎｙ′）×ｄ／ｃｏｓ（φ）　　　　　　　　　　（４）
　　（ｎｘ＋ｎｙ＋ｎｚ）／３＝ｎ０　　　　　　　　　　　　　　　（５）
ここで、
　　φ＝ｓｉｎ－１［ｓｉｎ（４０°）／ｎ０］　　　　　　　　　　　（６）
　　ｎｙ′＝ｎｙ×ｎｚ／［ｎｙ

２×ｓｉｎ２（φ）＋ｎｚ
２×ｃｏｓ２（φ）］１／２

　　（７）
【００３５】
　市販の位相差測定装置では、ここに示した数値計算を装置内で自動的に行い、面内位相
差値Ｒ０や厚み方向位相差値Ｒｔｈなどを自動的に表示するようになっているものが多い
。このような測定装置としては、例えば、ＫＯＢＲＡ－ＷＲ（王子計測機器（株）製）を
挙げることができる。
【００３６】
　ネガティブＣプレートの材料や製造方法については、上述したように公知技術を用いる
ことができる。例えば、ネガティブＣプレートを構成する液晶材料としては、ディスコチ
ック液晶、コレステリック液晶、ねじれネマティック液晶などが好ましく用いられる。ま
た、液晶セル１０内にネガティブＣプレートを製膜する方法としては、液晶セル１０の他
の層（例えば、カラーフィルタ１４）の表面に直接塗布するなどの方法で行うことができ
る。
【００３７】
　（バックライト４１）
　バックライト４１は、液晶セル１０を照明する装置である。バックライト４１としては
、エッジライト式や直下型方式などの種類が挙げられる。エッジライト式は、側面に配置
した冷陰極管などの光源から導光板を通じて液晶セル１０に光を照射する。また、直下型
方式では、液晶セル１０の背面側に光源を配置して液晶セル１０に光を照射する。バック
ライト４１の種類は、画像表示装置１の用途等に応じたものを適宜採用することができる
。
【００３８】
　（光拡散板４３）
　光拡散板４３は、バックライト４１からの光を拡散させる機能を有する光学部材であっ
て、例えば、熱可塑性樹脂に光拡散剤である粒子を分散させて光拡散性を付与したもの、
熱可塑性樹脂フィルムの表面に凹凸を形成して光拡散性を付与したもの、熱可塑性樹脂フ
ィルムの表面に粒子が分散された樹脂組成物の塗布層を設け、光拡散性を付与したものな
どであり得る。その厚みは、０．１～５ｍｍ程度とすることができる。
【００３９】
　光拡散板４３と液晶パネル２との間には、輝度向上シート（反射型偏光フィルムである
「ＤＢＥＦ」など）、光拡散シートなど、他の光学機能性を示すシート又はフィルムを配
置することもできる。他の光学機能性を示すシート又はフィルムは、必要に応じて２枚以
上、複数種類配置することも可能である。
【００４０】
　（第１の偏光板２０）
　第１の偏光板２０は、液晶セル１０の背面側に配置される偏光板である。図１に示すよ
うに、第１の偏光板２０は、第１の外側樹脂フィルム２５と、第１の偏光フィルム２１と
、第１の粘着剤層２７と、をこの順に積層した層構成を有している。さらに、本実施形態
では、第１の偏光フィルム２１と第１の粘着剤層２７との間に第２の位相差層２３を備え
ている。以下、第１の偏光板２０を構成する各層について説明する。
【００４１】
　（１）第１の偏光フィルム２１
　第１の偏光フィルム２１は、自然光を直線偏光に変換する機能を有する部材である。第
１の偏光フィルム２１としては、一軸延伸されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムに
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二色性色素を吸着配向させたものを用いることができる。ポリビニルアルコール系樹脂と
しては、ポリ酢酸ビニル系樹脂をケン化したものを用いることができ、ポリ酢酸ビニル系
樹脂としては、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢酸ビニルのほか、酢酸ビニルとこれ
に共重合可能な他の単量体との共重合体などが例示される。酢酸ビニルに共重合可能な他
の単量体としては、例えば、不飽和カルボン酸類、オレフィン類、ビニルエーテル類、不
飽和スルホン酸類、アンモニウム基を有するアクリルアミド類などが挙げられる。
【００４２】
　ポリビニルアルコール系樹脂のケン化度は、通常８５～１００モル％程度であり、好ま
しくは９８モル％以上である。ポリビニルアルコール系樹脂は変性されていてもよく、例
えば、アルデヒド類で変性されたポリビニルホルマールやポリビニルアセタールなども使
用することができる。ポリビニルアルコール系樹脂の重合度は、通常１，０００～１０，
０００程度であり、好ましくは１，５００～５，０００程度である。
【００４３】
　このようなポリビニルアルコール系樹脂を製膜したものが、第１の偏光フィルム２１の
原反フィルムとして用いられる。ポリビニルアルコール系樹脂を製膜する方法は、特に限
定されるものではなく、公知の方法で製膜することができる。ポリビニルアルコール系原
反フィルムの厚みは特に限定されないが、例えば１０～１５０μｍ程度である。
【００４４】
　第１の偏光フィルム２１は、通常、このようなポリビニルアルコール系樹脂フィルムを
一軸延伸する工程、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色することに
より二色性色素を吸着させる工程、二色性色素が吸着されたポリビニルアルコール系樹脂
フィルムをホウ酸水溶液で処理する工程、ホウ酸水溶液による処理後に水洗する工程、を
経て製造される。
【００４５】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの一軸延伸は、二色性色素による染色の前、染色
と同時、又は染色の後に行うことができる。一軸延伸を染色の後で行う場合には、この一
軸延伸は、ホウ酸処理の前に行ってもよいし、ホウ酸処理中に行ってもよい。また、複数
の段階で一軸延伸を行うこともできる。一軸延伸には、周速度の異なるロール間で一軸に
延伸する方法や、熱ロールを用いて一軸に延伸する方法などが採用できる。また、一軸延
伸は、大気中で延伸を行う乾式延伸であってもよいし、水等の溶剤を用いてポリビニルア
ルコール系樹脂フィルムを膨潤させた状態で延伸を行う湿式延伸であってもよい。延伸倍
率は、通常３～８倍程度である。
【００４６】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの二色性色素による染色は、例えば、二色性色素
を含有する水溶液にポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬する方法により行うこと
ができる。二色性色素として、具体的にはヨウ素や二色性染料が用いられる。なお、ポリ
ビニルアルコール系樹脂フィルムは、染色処理の前に水に浸漬して膨潤させる処理を施し
ておくことが好ましい。
【００４７】
　二色性色素としてヨウ素を用いる場合は、通常、ヨウ素及びヨウ化カリウムを含有する
水溶液に、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬して染色する方法が採用される。
この水溶液におけるヨウ素の含有量は、水１００重量部あたり、通常０．０１～１重量部
程度であり、ヨウ化カリウムの含有量は、水１００重量部あたり、通常０．５～２０重量
部程度である。染色に用いる水溶液の温度は、通常２０～４０℃程度である。また、この
水溶液への浸漬時間（染色時間）は、通常２０～１，８００秒程度である。
【００４８】
　一方、二色性色素として二色性染料を用いる場合は、通常、水溶性二色性染料を含む水
溶液に、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬して染色する方法が採用される。こ
の水溶液における二色性染料の含有量は、水１００重量部あたり、通常１×１０－４～１
０重量部程度であり、好ましくは１×１０－３～１重量部程度である。この水溶液は、硫
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酸ナトリウムなどの無機塩を染色助剤として含有していてもよい。染色に用いる二色性染
料水溶液の温度は、通常２０～８０℃程度である。また、この水溶液への浸漬時間（染色
時間）は、通常１０～１，８００秒程度である。
【００４９】
　二色性色素による染色後のホウ酸処理は、染色されたポリビニルアルコール系樹脂フィ
ルムをホウ酸含有水溶液に浸漬することにより行うことができる。ホウ酸含有水溶液にお
けるホウ酸の含有量は、水１００重量部あたり、通常２～１５重量部程度であり、好まし
くは５～１２重量部程度である。二色性色素としてヨウ素を用いる場合、このホウ酸含有
水溶液はヨウ化カリウムを含有することが好ましい。ホウ酸含有水溶液におけるヨウ化カ
リウムの含有量は、水１００重量部あたり、通常０．１～１５重量部程度であり、好まし
くは５～１２重量部程度である。ホウ酸含有水溶液への浸漬時間は、通常６０～１，２０
０秒程度であり、好ましくは１５０～６００秒程度、更に好ましくは２００～４００秒程
度である。ホウ酸含有水溶液の温度は、通常５０℃以上であり、好ましくは５０～８５℃
、より好ましくは６０～８０℃である。
【００５０】
　ホウ酸処理後のポリビニルアルコール系樹脂フィルムは、通常、水洗処理される。水洗
処理は、例えば、ホウ酸処理されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムを水に浸漬する
ことにより行うことができる。水洗処理における水の温度は、通常５～４０℃程度であり
、浸漬時間は、通常１～１２０秒程度である。
【００５１】
　水洗後は乾燥処理が施されて、第１の偏光フィルム２１が得られる。乾燥処理は、熱風
乾燥機や遠赤外線ヒーターを用いて行うことができる。乾燥処理の温度は、通常３０～１
００℃程度であり、好ましくは５０～８０℃である。乾燥処理の時間は、通常６０～６０
０秒程度であり、好ましくは１２０～６００秒である。
【００５２】
　こうしてポリビニルアルコール系樹脂フィルムに、一軸延伸、二色性色素による染色と
ホウ酸処理が施され、第１の偏光フィルム２１が得られる。第１の偏光フィルム２１の厚
みは、例えば２～４０μｍ程度とすることができる。
【００５３】
　（２）第２の位相差層２３
　第２の位相差層２３は、面内位相差値が１０～５００ｎｍの範囲にあり、光学異方性を
有する樹脂フィルムである。本実施形態の第２の位相差層２３は、第１の偏光フィルム２
１の内側（液晶セル１０側）に積層されている。第２の位相差層２３としては、光学補償
機能を有する光学補償フィルムや、直交する偏光成分に位相差を生じさせる波長板などを
用いることができる。
【００５４】
　ここで、光学補償フィルムとしては、以下の位相差フィルムを例示することができる。
　（ａ）波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が４０～５００ｎｍの範囲にあるポジティ
ブＡプレート；
　（ｂ）波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が４０～５００ｎｍの範囲にあり、厚み方
向位相差値が２０～５００ｎｍの範囲にあるポジティブＢプレー
【００５５】
　また、波長板としては、以下の位相差フィルムを例示することができる。
　（ｃ）波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が１０～３００ｎｍの範囲にある１／４波
長板；
　（ｄ）波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が１０～３００ｎｍの範囲にある１／４波
長板と、波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が２４０～４００ｎｍの範囲にある１／２
波長板とが積層された複合位相差板。
【００５６】
　（ａ）ポジティブＡプレート
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　ポジティブＡプレートは、樹脂フィルムを一軸延伸した正の一軸延伸位相差フィルムで
あり、液晶セル１０に貼合したときに偏光軸直交性の視野角依存を補償して視野角を広げ
る光学補償機能を有している。ポジティブＡプレートは、樹脂を製膜した未延伸フィルム
を一軸方向に延伸することで作製することができる。ポジティブＡプレートは、フィルム
の面内遅相軸方向の屈折率をｎｘ、フィルムの面内進相軸方向の屈折率をｎｙ、フィルム
の厚み方向の屈折率をｎｚとしたときに、「ｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚ」の関係となる位相差フィ
ルムである。ポジティブＡプレートとしては、波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が４
０～５００ｎｍの範囲にあるものが好ましく、より好ましくは５０～３００ｎｍの範囲内
である。また、厚み方向位相差値は特に限定されない。Ｎｚ係数は、０．９～１．１の範
囲が好ましい。
【００５７】
　第１の偏光フィルム２１と第２の位相差層２３（ポジティブＡプレート）を積層する際
の光軸は、第１の偏光フィルム２１の吸収軸に対してポジティブＡプレートの遅相軸が０
±０．５°、好ましくは０°であるか、あるいは９０±０．５°、好ましくは９０°であ
る。
【００５８】
　（ｂ）ポジティブＢプレート
　ポジティブＢプレートは、樹脂フィルムを二軸延伸した正の二軸延伸位相差フィルムで
あり、液晶セル１０に貼合したときに偏光軸直交性の視野角依存を補償して視野角を広げ
る光学補償機能を有している。ポジティブＢプレートは、樹脂を製膜した未延伸フィルム
を二軸方向に延伸することで作製することができる。ポジティブＢプレートは、フィルム
の面内遅相軸方向の屈折率をｎｘ、フィルムの面内進相軸方向の屈折率をｎｙ、フィルム
の厚み方向の屈折率をｎｚとしたときに、「ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚ」の関係となる位相差フィ
ルムである。ポジティブＢプレートとしては、波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が４
０～５００ｎｍの範囲にあるものが好ましく、より好ましくは１００ｎｍ以下（０～１０
０ｎｍの範囲）である。また、厚み方向位相差値は２０～５００ｎｍの範囲が好ましく、
より好適には８０～３００ｎｍの範囲である。Ｎｚ係数は、２．０～３．０の範囲が好ま
しく、より好ましくは２．３～２．７の範囲内である。
【００５９】
　第１の偏光フィルム２１と第２の位相差層２３（ポジティブＢプレート）を積層する際
の光軸は、第１の偏光フィルム２１の吸収軸に対してポジティブＢプレートの遅相軸が０
±０．５°、好ましくは０°であるか、あるいは９０±０．５°、好ましくは９０°であ
る。
【００６０】
　（ｃ）１／４波長板
　１／４波長板は、可視光の波長領域（３８０～７８０ｎｍ）のいずれかの光に対してほ
ぼ１／４波長（９０°）の位相差を示す位相差板であり、直線偏光と円偏光を相互に変換
する機能を有している。１／４波長板は、樹脂を製膜した未延伸フィルムを一軸又は二軸
方向に延伸したり、斜め延伸したりすることで作製することができる。１／４波長板とし
ては、波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が１０～３００ｎｍの範囲にあるものが好ま
しく、より好ましくは７０～１６０ｎｍの範囲、更に好ましくは８０～１５０ｎｍの範囲
である。また、厚み方向位相差値は特に限定されない。Ｎｚ係数は、０．９～１．１の範
囲が好ましい。
【００６１】
　第１の偏光板２０を円偏光板とする場合、第１の偏光フィルム２１と第２の位相差層２
３（１／４波長板）を積層する際の光軸は、第１の偏光フィルム２１の吸収軸を基準に反
時計回りを正として第１の偏光フィルム２１の吸収軸を回転させたときに、１／４波長板
の遅相軸に至る角度が３５～５５°、好ましくは４５°である。あるいは、上記と同じよ
うに第１の偏光フィルム２１の吸収軸を回転させたときに、１／４波長板の遅相軸に至る
角度が１２５～１４５°、好ましくは１３５°である。なお、これらの角度は、第１の偏
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光フィルム２１側から１／４波長板の方向を見たときの回転角度を基準としている。
【００６２】
　（ｄ）１／４波長板と１／２波長板とが積層された複合位相差板
　第２の位相差層２３としては、１／４波長板と１／２波長板とが積層された複合位相差
板であってもよい。１／４波長板の光学特性等については、上述した（ｃ）と同様である
。偏光板においては、通常、１／２波長板が偏光フィルム側に、１／４波長板が液晶セル
１０側に位置するように配置される。
【００６３】
　１／２波長板は、可視光の波長領域（３８０～７８０ｎｍ）のいずれかの光に対してほ
ぼ１／２波長（１８０°）の位相差を示す位相差板であり、直線偏光の向きを１８０°回
転させる機能を有している。１／２波長板は、樹脂を製膜した未延伸フィルムを一軸又は
二軸方向に延伸したり、斜め延伸したりすることで作製することができる。１／２波長板
としては、波長５９０ｎｍにおける面内位相差値が２４０～４００ｎｍの範囲にあるもの
が好ましく、より好ましくは２００～３００ｎｍの範囲である。また、厚み方向位相差値
は特に限定されない。Ｎｚ係数は、０．９～１．１の範囲が好ましい。
【００６４】
　第１の偏光板２０を円偏光板とする場合、第１の偏光フィルム２１と第２の位相差層２
３（１／４波長板と１／２波長板の複合位相差板）を積層する際の光軸は、第１の偏光フ
ィルム２１の吸収軸を基準に反時計回りを正として第１の偏光フィルム２１の吸収軸を回
転させたときに、１／２波長板の遅相軸に至る角度が５～２５°、好ましくは１５°であ
り、１／４波長板の遅相軸に至る角度が６５～８５°、好ましくは７５°である。あるい
は、上記と同じように第１の偏光フィルム２１の吸収軸を回転させたときに、１／２波長
板の遅相軸に至る角度が１５５～１７５°、好ましくは１６５°であり、１／４波長板の
遅相軸に至る角度が９５～１１５°、好ましくは１０５°である。なお、これらの角度は
、第１の偏光フィルム２１側から１／４波長板や１／２波長板の方向を見たときの回転角
度を基準としている。
【００６５】
　以上が第２の位相差層２３の具体的な種類ごとの説明である。なお、第２の位相差層２
３は、ＪＩＳ　Ｌ　１０９６に準処して測定されるガーレ法剛軟度が３５０ｍｇｆ以下で
あることが好ましく、２００ｍｇｆ以下であることがより好ましく、更には１５０ｍｇｆ
以下であることが一層好ましい。このように、剛軟度が小さいフィルムを使用することに
より、液晶セル１０に貼合する際のハンドリング性を向上させることができる。
【００６６】
　第２の位相差層２３を構成する樹脂材料は特に限定されない。このような樹脂材料の例
としては、メタクリル酸メチル系樹脂等の（メタ）アクリル系樹脂〔（メタ）アクリル系
樹脂とは、メタクリル系樹脂又はアクリル系樹脂を意味する〕、オレフィン系樹脂、ポリ
塩化ビニル系樹脂、セルロース系樹脂、スチレン系樹脂、アクリロニトリル・ブタジエン
・スチレン系共重合樹脂、アクリロニトリル・スチレン系共重合樹脂、ポリ酢酸ビニル系
樹脂、ポリ塩化ビニリデン系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリアセタール系樹脂、ポリカー
ボネート系樹脂、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂、ポリエステル系樹脂（例えば、ポ
リブチレンテレフタレート系樹脂、ポリエチレンテレフタレート系樹脂等）、ポリスルホ
ン系樹脂、ポリエーテルスルホン系樹脂、ポリアリレート系樹脂、ポリアミドイミド系樹
脂、ポリイミド系樹脂、エポキシ系樹脂、オキセタン系樹脂を挙げることができる。これ
らの樹脂は、透明性や偏光フィルムとの接着性を阻害しない範囲で、添加物を含有するこ
とができる。
【００６７】
　上記（メタ）アクリル系樹脂は、必要に応じてゴム微粒子を配合した材料でもよい。ゴ
ム粒子が配合された（メタ）アクリル系樹脂は、靭性が高くなり、フィルムの薄肉化を可
能にする。
【００６８】
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　上記ポリエチレンテレフタレート系樹脂は、繰り返し単位の８０モル％以上がエチレン
テレフタレートで構成される樹脂を意味し、他の共重合成分に由来する構成単位を含んで
いてもよい。他の共重合成分としては、イソフタル酸、４，４´－ジカルボキシジフェニ
ール、４，４´－ジカルボキシベンゾフェノン、ビス（４－カルボキシフェニル）エタン
、アジピン酸、セバシン酸、５－ナトリウムスルホイソフタル酸、１，４－ジカルボキシ
シクロヘキサン等のジカルボン酸成分；プロピレングリコール、ブタンジオール、ネオペ
ンチルグリコール、ジエチレングリコール、シクロヘキサンジオール、ビスフェノールＡ
のエチレンオキサイド付加物、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポ
リテトラメチレングリコール等のジオール成分が挙げられる。これらのジカルボン酸成分
やジオール成分は、必要により２種類以上を組み合わせて使用することができる。また、
上記カルボン酸成分やジオール成分と共に、ｐ－ヒドロキシ安息香酸やｐ－β－ヒドロキ
シエトキシ安息香酸等のヒドロキシカルボン酸を併用することも可能である。他の共重合
成分として、少量のアミド結合、ウレタン結合、エーテル結合、カーボネート結合等を含
有するジカルボン酸成分及び／又はジオール成分が用いられてもよい。
【００６９】
　上記セルロース系樹脂とは、綿花リンタや木材パルプ（広葉樹パルプ、針葉樹パルプ）
等の原料セルロースから得られるセルロースの水酸基における水素原子の一部又は全部が
アセチル基、プロピオニル基及び／又はブチリル基で置換された、セルロース有機酸エス
テル又はセルロース混合有機酸エステルをいう。例えば、セルロースの酢酸エステル、プ
ロピオン酸エステル、酪酸エステル、及びそれらの混合エステル等からなるものが挙げら
れる。中でも、第１の偏光フィルム２１との接着性が良好なトリアセチルセルロースが好
ましく用いられる。このようなセルロース系樹脂を用いた透明保護フィルムの市販品とし
ては、コニカミノルタオプト（株）製のコニカミノルタタックフィルムシリーズ、富士フ
イルム（株）製のフジタックシリーズなどがある。
【００７０】
　上記オレフィン系樹脂としては、例えば、ノルボルネン又は他のシクロペンタジエン誘
導体等の環状オレフィンモノマーを、重合用触媒を用いて重合した環状オレフィン系樹脂
や、エチレン又はプロピレン等の鎖状オレフィンモノマーを、重合用触媒を用いて重合し
た鎖状オレフィン系樹脂が挙げられる。
【００７１】
　ここで、環状オレフィン系樹脂としては、例えば、シクロペンタジエンとオレフィン類
とからディールス・アルダー反応によって得られるノルボルネン又はその誘導体をモノマ
ーとして開環メタセシス重合を行い、それに続く水添によって得られる樹脂；ジシクロペ
ンタジエンとオレフィン類又はメタクリル酸エステル類とからディールス・アルダー反応
によって得られるテトラシクロドデセン又はその誘導体をモノマーとして開環メタセシス
重合を行い、それに続く水添よって得られる樹脂；ノルボルネン、テトラシクロドデセン
及びそれらの誘導体類並びにその他の環状オレフィンモノマーから選択される２種以上を
用いて同様に開環メタセシス共重合を行い、それに続く水添によって得られる樹脂；ノル
ボルネン、テトラシクロドデセン又はそれらの誘導体に、ビニル基を有する芳香族化合物
等を付加共重合させて得られる樹脂等が挙げられる。
【００７２】
　また、鎖状オレフィン系樹脂としては、ポリエチレン系樹脂及びポリプロピレン系樹脂
が例示される。
【００７３】
　ポリプロピレン系樹脂を第２の位相差層２３の構成樹脂として選択した場合、以下のよ
うな優位点がある。すなわち、ポリプロピレン系樹脂は、光弾性係数が２×１０－１３ｃ
ｍ２／ｄｙｎｅ前後と小さく、また、透湿度が低いため、それを液晶セル１０に適用する
ことにより、湿熱条件での耐久性に優れた液晶表示装置１とすることができる。さらに、
ポリプロピレン系樹脂フィルムの偏光フィルムに対する接着性は、トリアセチルセルロー
スフィルムほどではないにしても良好であり、公知の各種接着剤を用いた場合に、ポリプ
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ロピレン系樹脂フィルムを十分な強度でポリビニルアルコール系樹脂からなる偏光フィル
ムに接着することができる。また、ポリプロピレン系樹脂は、柔軟性に優れ、膜厚を薄く
することが可能である。
【００７４】
　ポリプロピレン系樹脂は、プロピレンの単独重合体で構成することができるほか、プロ
ピレンを主体とし、それと共重合可能なコモノマーを少量共重合させたものであってもよ
い。共重合体からなるポリプロピレン系樹脂は、コモノマーユニットを、例えば２０重量
％以下、好ましくは１０重量％以下、より好ましくは７重量％以下の範囲で含有する樹脂
であってもよい。また、共重合体におけるコモノマーユニットの含有量は、好ましくは１
重量％以上、より好ましくは３重量％以上である。コモノマーユニットの含有量を１重量
％以上とすることにより、加工性や透明性を有意に向上させ得る。一方、コモノマーユニ
ットの含有量が２０重量％を超えると、ポリプロピレン系樹脂の融点が下がり、耐熱性が
低下する傾向にある。なお、２種以上のコモノマーとプロピレンとの共重合体とする場合
には、その共重合体に含まれる全てのコモノマーに由来するユニットの合計含有量が、上
記範囲であることが好ましい。
【００７５】
　プロピレンに共重合されるコモノマーは、例えば、エチレンや、炭素原子数４～２０の
α－オレフィンであってもよい。α－オレフィンとして具体的には、次のようなものを挙
げることができる。
【００７６】
　１－ブテン、２－メチル－１－プロペン（以上Ｃ４）；
　１－ペンテン、２－メチル－１－ブテン、３－メチル－１－ブテン（以上Ｃ５）；
　１－ヘキセン、２－エチル－１－ブテン、２，３－ジメチル－１－ブテン、２－メチル
－１－ペンテン、３－メチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ペンテン、３，３－ジメ
チル－１－ブテン（以上Ｃ６）；
　１－ヘプテン、２－メチル－１－ヘキセン、２，３－ジメチル－１－ペンテン、２－エ
チル－１－ペンテン、２－メチル－３－エチル－１－ブテン（以上Ｃ７）；
　１－オクテン、５－メチル－１－ヘプテン、２－エチル－１－ヘキセン、３，３－ジメ
チル－１－ヘキセン、２－メチル－３－エチル－１－ペンテン、２，３，４－トリメチル
－１－ペンテン、２－プロピル－１－ペンテン、２，３－ジエチル－１－ブテン（以上Ｃ

８）；
　１－ノネン（Ｃ９）；１－デセン（Ｃ１０）；１－ウンデセン（Ｃ１１）；
　１－ドデセン（Ｃ１２）；１－トリデセン（Ｃ１３）；１－テトラデセン（Ｃ１４）；
　１－ペンタデセン（Ｃ１５）；１－ヘキサデセン（Ｃ１６）；１－ヘプタデセン（Ｃ１

７）；
　１－オクタデセン（Ｃ１８）；１－ノナデセン（Ｃ１９）など。
【００７７】
　上記α－オレフィンの中でも、炭素原子数４～１２のα－オレフィンが好ましく、具体
的には、１－ブテン、２－メチル－１－プロペン；１－ペンテン、２－メチル－１－ブテ
ン、３－メチル－１－ブテン；１－ヘキセン、２－エチル－１－ブテン、２，３－ジメチ
ル－１－ブテン、２－メチル－１－ペンテン、３－メチル－１－ペンテン、４－メチル－
１－ペンテン、３，３－ジメチル－１－ブテン；１－ヘプテン、２－メチル－１－ヘキセ
ン、２，３－ジメチル－１－ペンテン、２－エチル－１－ペンテン、２－メチル－３－エ
チル－１－ブテン；１－オクテン、５－メチル－１－ヘプテン、２－エチル－１－ヘキセ
ン、３，３－ジメチル－１－ヘキセン、２－メチル－３－エチル－１－ペンテン、２，３
，４－トリメチル－１－ペンテン、２－プロピル－１－ペンテン、２，３－ジエチル－１
－ブテン；１－ノネン；１－デセン；１－ウンデセン；１－ドデセンなどを挙げることが
できる。共重合性の観点からは、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン及び１－オク
テンが好ましく、とりわけ１－ブテン及び１－ヘキセンがより好ましい。
【００７８】
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　共重合体は、ランダム共重合体であってもよいし、ブロック共重合体であってもよい。
好ましい共重合体として、プロピレン／エチレン共重合体やプロピレン／１－ブテン共重
合体を挙げることができる。プロピレン／エチレン共重合体やプロピレン／１－ブテン共
重合体において、エチレンユニットの含有量や１－ブテンユニットの含有量は、例えば、
「高分子分析ハンドブック」（１９９５年、紀伊国屋書店発行）の第６１６頁に記載され
ている方法により赤外線（ＩＲ）スペクトル測定を行い、求めることができる。
【００７９】
　第２の位相差層２３の透明度や加工性を上げる観点から、共重合体は、プロピレンを主
体とするプロピレンとエチレン又は上記α－オレフィンとのランダム共重合体であること
が好ましく、プロピレンとエチレンとのランダム共重合体であることがより好ましい。プ
ロピレン／エチレンランダム共重合体におけるエチレンユニットの含有量は、上述のとお
り、１～２０重量％であることが好ましく、１～１０重量％であることがより好ましく、
３～７重量％であることが更に好ましい。
【００８０】
　ポリプロピレン系樹脂の立体規則性は、アイソタクチック、シンジオタクチック、アタ
クチックのいずれであってもよい。本発明においては、耐熱性の点から、シンジオタクチ
ックあるいはアイソタクチックのポリプロピレン系樹脂が好ましく用いられる。
【００８１】
　ポリプロピレン系樹脂は、ＪＩＳ　Ｋ　７２１０に準拠して、温度２３０℃、荷重２１
．１８Ｎで測定されるメルトフローレイト（ＭＦＲ）が０．１～２００ｇ／１０分の範囲
内であることが好ましく、０．５～５０ｇ／１０分の範囲内であることがより好ましい。
ＭＦＲがこの範囲内にあるポリプロピレン系樹脂を用いることにより、押出機に大きな負
荷をかけることなく、均一なポリプロピレン系樹脂フィルムを得ることができる。
【００８２】
　ポリプロピレン系樹脂は、公知の重合用触媒を用いて、プロピレンを単独重合する方法
や、プロピレンと他の共重合性コモノマーとを共重合する方法によって、製造することが
できる。公知の重合用触媒としては、例えば、次のようなものを挙げることができる。
（１）マグネシウム、チタン及びハロゲンを必須成分とする固体触媒成分からなるＴｉ－
Ｍｇ系触媒、
（２）マグネシウム、チタン及びハロゲンを必須成分とする固体触媒成分に、有機アルミ
ニウム化合物と、必要に応じて電子供与性化合物等の第三成分とを組み合わせた触媒系、
（３）メタロセン系触媒など。
【００８３】
　これら触媒系の中でも、ポリプロピレン系樹脂の製造においては、上記（２）の触媒系
が最も一般的に使用できる。上記（２）の触媒系における有機アルミニウム化合物の好ま
しい例としては、トリエチルアルミニウム、トリイソブチルアルミニウム、トリエチルア
ルミニウムとジエチルアルミニウムクロライドとの混合物、テトラエチルジアルモキサン
などが挙げられ、電子供与性化合物の好ましい例としては、シクロヘキシルエチルジメト
キシシラン、ｔｅｒｔ－ブチルプロピルジメトキシシラン、ｔｅｒｔ－ブチルエチルジメ
トキシシラン、ジシクロペンチルジメトキシシランなどが挙げられる。
【００８４】
　上記（１）及び（２）の固体触媒成分としては、例えば、特開昭６１－２１８６０６号
公報、特開昭６１－２８７９０４号公報、特開平７－２１６０１７号公報などに記載の触
媒系が挙げられる。また、上記（３）のメタロセン系触媒としては、例えば、特許第２５
８７２５１号公報、特許第２６２７６６９号公報、特許第２６６８７３２号公報などに記
載の触媒系が挙げられる。
【００８５】
　ポリプロピレン系樹脂は、例えば、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、デカン、シクロヘ
キサン、メチルシクロヘキサン、ベンゼン、トルエン、キシレンのような炭化水素化合物
に代表される不活性溶剤を用いる溶液重合法、液状のモノマーを溶剤として用いる塊状重
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合法、気体のモノマーをそのまま重合させる気相重合法などによって製造することができ
る。これらの方法による重合は、バッチ式で行ってもよいし、連続式で行ってもよい。
【００８６】
　ポリプロピレン系樹脂には、公知の添加物が配合されていてもよい。添加物としては、
例えば、酸化防止剤、紫外線吸収剤、帯電防止剤、滑剤、造核剤、防曇剤、アンチブロッ
キング剤などを挙げることができる。酸化防止剤としては、例えば、フェノール系酸化防
止剤、リン系酸化防止剤、イオウ系酸化防止剤、ヒンダードアミン系光安定剤などが挙げ
られ、また、１分子中に例えば、フェノール系の酸化防止機構とリン系の酸化防止機構と
を併せ持つユニットを有する複合型の酸化防止剤も用いることができる。紫外線吸収剤と
しては、例えば、２－ヒドロキシベンゾフェノン系やヒドロキシフェニルベンゾトリアゾ
ール系等の紫外線吸収剤、ベンゾエート系の紫外線遮断剤などが挙げられる。帯電防止剤
は、ポリマー型、オリゴマー型、モノマー型のいずれであってもよい。滑剤としては、エ
ルカ酸アミドやオレイン酸アミド等の高級脂肪酸アミド、ステアリン酸等の高級脂肪酸及
びその塩などが挙げられる。造核剤としては、例えば、ソルビトール系造核剤、有機リン
酸塩系造核剤、ポリビニルシクロアルカン等の高分子系造核剤などが挙げられる。アンチ
ブロッキング剤としては、球状あるいはそれに近い形状の微粒子が、無機系、有機系を問
わず使用できる。上記の添加物は、複数種が併用されてもよい。
【００８７】
　上述した樹脂材料は、任意の方法で製膜し、これを延伸することで第２の位相差層２３
を作製することができる。未延伸フィルムを製膜する方法としては、例えば、溶融樹脂か
らの押出成形法や、有機溶剤に溶解させた樹脂を平板上に流延し、溶剤を除去して製膜す
る溶剤キャスト法などが挙げられる。
【００８８】
　また、第２の位相差層２３は、未延伸フィルムに対して縦一軸延伸、横一軸延伸、逐次
二軸延伸、同時二軸延伸などの公知の方法で延伸処理することで、製造することができる
。延伸方法としては、テンター延伸機を用いたテンター法を挙げることができる。延伸方
向としては、未延伸フィルムの機械流れ方向（ＭＤ）、これに直交する方向（ＴＤ）、機
械流れ方向に斜交する方向などが挙げられる。特に、第２の位相差層２３が１／４波長板
の場合、第１の偏光フィルム２１と第２の位相差層２３をロール・トゥ・ロール貼合方式
により偏光板を作製するためには、第２の位相差層２３の分子を斜め配向させる必要があ
り、このため第２の位相差層２３を斜め延伸して製造することが好ましい。さらに、この
ように斜め配向した第２の位相差層２３としては、光照射により液晶配向能を生じさせた
光配向による斜め配向コーティング法なども採用することができる。
【００８９】
　（３）第１の外側樹脂フィルム２５
　第１の外側樹脂フィルム２５は、第１の偏光フィルム２１の外側に積層される樹脂フィ
ルムである。第１の外側樹脂フィルム２５としては、例えば保護フィルムを採用すること
ができる。第１の外側樹脂フィルム２５としては、透明樹脂から構成されるものが好まし
い。この透明樹脂の例としては、メタクリル酸メチル系樹脂等の（メタ）アクリル系樹脂
〔（メタ）アクリル系樹脂とは、メタクリル系樹脂又はアクリル系樹脂を意味する〕、オ
レフィン系樹脂、ポリ塩化ビニル系樹脂、セルロース系樹脂、スチレン系樹脂、アクリロ
ニトリル・ブタジエン・スチレン系共重合樹脂、アクリロニトリル・スチレン系共重合樹
脂、ポリ酢酸ビニル系樹脂、ポリ塩化ビニリデン系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリアセタ
ール系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂、ポリエステ
ル系樹脂（例えば、ポリブチレンテレフタレート系樹脂、ポリエチレンテレフタレート系
樹脂等）、ポリスルホン系樹脂、ポリエーテルスルホン系樹脂、ポリアリレート系樹脂、
ポリアミドイミド系樹脂、ポリイミド系樹脂、エポキシ系樹脂、オキセタン系樹脂を挙げ
ることができる。これらの樹脂は、透明性や偏光フィルムとの接着性を阻害しない範囲で
、添加物を含有することができる。
【００９０】
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　これらの透明樹脂をフィルム状に成形し、延伸処理を施して、第１の外側樹脂フィルム
２５としてもよい。このとき、延伸は、機械流れ方向（ＭＤ）又はこれに垂直な方向（Ｔ
Ｄ）に延伸する一軸延伸、ＭＤ及びＴＤの双方に延伸する二軸延伸、ＭＤでもＴＤでもな
い方向に延伸する斜め延伸など、いずれの方法で行ってもよい。
【００９１】
　（４）第１の粘着剤層２７
　第１の粘着剤層２７は、粘着性を有する層であり、第１の偏光板２０を液晶セル１０に
貼合するために用いられる。第１の粘着剤層２７を形成する粘着剤としては、例えば、ア
クリル系ポリマー、シリコーン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリエーテル
などをベースポリマーとするものが挙げられる。なかでも、アクリル系ポリマーをベース
ポリマーとするアクリル系粘着剤は、光学的な透明性に優れ、適度の濡れ性や凝集力を保
持し、更に耐候性や耐熱性などに優れ、加熱や加湿の条件下でも、浮きや剥がれなどのセ
パレート問題が生じにくいため、好ましく用いられる。
【００９２】
　アクリル系粘着剤を構成するアクリル系ベースポリマーには、エステル部分が、メチル
基、エチル基、ブチル基、又は２－エチルヘキシル基のような炭素数２０以下のアルキル
基を有するアクリル酸アルキルエステルと、（メタ）アクリル酸や（メタ）アクリル酸２
－ヒドロキシエチルのような官能基含有（メタ）アクリル系モノマーとのアクリル系共重
合体が好ましく用いられる。このようなアクリル系共重合体を含む粘着剤層は、液晶セル
１０に貼合した後で何らかの不具合があって剥離する必要が生じた場合に、ガラス基板に
糊残りなどを生じさせることなく、比較的容易に剥離することができる。粘着剤に用いる
アクリル系共重合体は、そのガラス転移温度が２５℃以下であることが好ましく、０℃以
下であることがより好ましい。また、このアクリル系共重合体は、通常１０万以上の重量
平均分子量を有する。
【００９３】
　第１の粘着剤層２７を形成する粘着剤として、光拡散剤が分散された拡散粘着剤を用い
ることもできる。光拡散剤は、粘着剤層に光拡散性を付与するためのものである。光拡散
剤は、粘着剤層を構成するベースポリマーと異なる屈折率を有する微粒子であればよく、
無機化合物からなる微粒子や有機化合物（ポリマー）からなる微粒子を用いることができ
る。上記したようなアクリル系ベースポリマーを含めて、粘着剤層を構成するベースポリ
マーは１．４前後の屈折率を示すことが多いので、光拡散剤は、その屈折率が１～２程度
のものから適宜選択すればよい。粘着剤層を構成するベースポリマーと光拡散剤との屈折
率差は、通常０．０１以上であり、適用される液晶表示装置１の明るさや視認性を確保す
る観点からは、０．０１以上０．５以下であることが好ましい。光拡散剤として用いる微
粒子は、球形のもの、それも単分散に近いものが好ましく、平均粒径が２～６μｍ程度の
微粒子が好適に用いられる。
【００９４】
　無機化合物からなる微粒子としては、例えば、酸化アルミニウム（屈折率１．７６）、
酸化ケイ素（屈折率１．４５）などを挙げることができる。また、有機化合物（ポリマー
）からなる微粒子としては、例えば、メラミン樹脂ビーズ（屈折率１．５７）、ポリメタ
クリル酸メチルビーズ（屈折率１．４９）、メタクリル酸メチル／スチレン共重合体樹脂
ビーズ（屈折率１．５０～１．５９）、ポリカーボネートビーズ（屈折率１．５５）、ポ
リエチレンビーズ（屈折率１．５３）、ポリスチレンビーズ（屈折率１．６）、ポリ塩化
ビニルビーズ（屈折率１．４６）、シリコーン樹脂ビーズ（屈折率１．４６）などが挙げ
られる。
【００９５】
　光拡散剤の配合量は、それが分散される粘着剤層に必要とされるヘイズ値や、それが適
用される液晶表示装置１の明るさなどを考慮して適宜決められるが、通常、粘着剤層を構
成するベースポリマー１００重量部に対して３～３０重量部程度である。
【００９６】
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　光拡散剤が分散された粘着剤層のＪＩＳ　Ｋ　７３６１に従って測定されるヘイズ値は
、適用される液晶表示装置１の明るさを確保するとともに、表示像のにじみやボケを生じ
にくくする観点から、２０～８０％の範囲とすることが好ましい。
【００９７】
　透明な粘着剤又は拡散粘着剤を構成する各成分（ベースポリマー、光拡散剤、架橋剤な
ど）は、酢酸エチルなどの適当な溶剤に溶かして粘着剤組成物とされる。ただし、光拡散
剤などの溶剤に溶けない成分は、分散された状態となる。この粘着剤組成物を第２の位相
差層２３や離型フィルム（不図示）上に塗布し、乾燥させることにより、第１の粘着剤層
２７を形成することができる。
【００９８】
　第１の粘着剤層２７は、第１の偏光板２０に帯電する静電気を除電するために、帯電防
止性を有することが好ましい。第１の偏光板２０は、第１の粘着剤層２７上に積層された
離型フィルムを剥離して液晶セル１０に貼合するときなどに、静電気を帯びることがある
。このとき、第１の粘着剤層２７が帯電防止性を有していると、その静電気が速やかに除
電され、液晶セル１０の表示回路が破壊されたり、液晶分子が配向を乱されたりすること
が抑制される。
【００９９】
　第１の粘着剤層２７に帯電防止性を付与する方法としては、例えば、粘着剤組成物に、
金属微粒子、金属酸化物微粒子、又は金属等をコーティングした微粒子等を含有させる方
法；電解質塩とオルガノポリシロキサンとからなるイオン導電性組成物を含有させる方法
；有機塩系の帯電防止剤を配合する方法などが挙げられる。求められる帯電防止性の保持
時間は、一般的な偏光板の製造、流通及び保管期間の観点から、最低６ヶ月程度である。
【０１００】
　第１の粘着剤層２７は、接着剤層を硬化させるため、活性エネルギー線を通す場合があ
る。そのため、活性エネルギー線の該当スペクトル領域に高透過率を有することが好まし
い。なお、活性エネルギー線の照射により粘着剤としての諸特性が変化しないことが好ま
しい。
【０１０１】
　第１の粘着剤層２７は、例えば、温度２３℃、相対湿度６５％の環境下で３～２０日程
度熟成され、架橋剤の反応を十分に進行させた後、液晶セル１０への貼合に供される。
【０１０２】
　第１の粘着剤層２７の厚みは、その接着力などに応じて適宜決定されるが、通常、１～
４０μｍ程度である。加工性や耐久性などの特性を損なうことなく、薄型の偏光板を得る
ためには、粘着剤層の厚みは３～２５μｍ程度とすることが好ましい。また、光拡散剤が
分散された粘着剤層を用いる場合、第１の粘着剤層２７の厚みをこの範囲とすることによ
り、液晶表示装置１を正面から見た場合や斜めから見た場合の明るさを保ち、表示像のに
じみやボケを生じにくくすることができる。
【０１０３】
　（５）接着剤層（不図示）
　第１の偏光フィルム２１への第２の位相差層２３と第１の外側樹脂フィルム２５の貼合
は、通常、接着剤層を介してなされる。第１の偏光フィルム２１の両面に設けられる接着
剤層を形成する接着剤は、同種であってもよく、異種であってもよい。
【０１０４】
　接着剤としては、エポキシ系樹脂、ウレタン系樹脂、シアノアクリレート系樹脂、アク
リルアミド系樹脂などを接着剤成分とする接着剤を用いることができる。好ましく用いら
れる接着剤の１つは、無溶剤型の接着剤である。無溶剤型の接着剤は、有意量の溶剤を含
まず、加熱や活性エネルギー線（例えば、紫外線、可視光、電子線、Ｘ線等）の照射によ
り反応硬化する硬化性化合物（モノマー又はオリゴマーなど）を含み、当該硬化性化合物
の硬化により接着剤層を形成するものであり、典型的には、加熱や活性エネルギー線の照
射により反応硬化する硬化性化合物と、重合開始剤とを含む。特に、第２の位相差層２３
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や第１の外側樹脂フィルム２５がポリプロピレン系樹脂からなる場合、ポリプロピレン系
樹脂フィルムは透湿度が低いため、水系接着剤を使用した場合に水抜けが悪く、接着剤の
水分によって第１の偏光フィルム２１の損傷や偏光性能の劣化などを引き起こす場合があ
る。したがって、このような透湿度の低い樹脂フィルムを接着する場合には、無溶剤系の
接着剤が好ましい。
【０１０５】
　速硬化性及びこれに伴う第１の偏光板２０の生産性向上の観点から、接着剤層を形成す
る好ましい接着剤の例として、活性エネルギー線の照射で硬化する活性エネルギー線硬化
性接着剤を挙げることができる。このような活性エネルギー線硬化性接着剤の例として、
例えば、紫外線や可視光などの光エネルギーで硬化する光硬化性接着剤が挙げられる。光
硬化性接着剤としては、反応性の観点から、カチオン重合で硬化するものが好ましく、特
に、エポキシ化合物を硬化性化合物とする無溶剤型のエポキシ系接着剤は、第１の偏光フ
ィルム２１と第２の位相差層２３や第１の外側樹脂フィルム２５との接着性に優れている
ためより好ましい。
【０１０６】
　上記無溶剤型のエポキシ系接着剤に含有される硬化性化合物であるエポキシ化合物とし
ては、特に制限されないが、カチオン重合により硬化するものが好ましい。特に、耐候性
や屈折率などの観点から、分子内に芳香環を含まないエポキシ化合物を用いることがより
好ましい。このような分子内に芳香環を含まないエポキシ化合物として、芳香族エポキシ
化合物の水素化物、脂環式エポキシ化合物、脂肪族エポキシ化合物などが例示できる。な
お、硬化性化合物であるエポキシ化合物は、通常、分子内に２個以上のエポキシ基を有す
る。
【０１０７】
　未硬化のエポキシ系接着剤からなる接着剤層を介して第１の偏光フィルム２１に第２の
位相差層２３や第１の外側樹脂フィルム２５を貼合した後は、活性エネルギー線を照射す
るか、又は加熱することにより、接着剤層を硬化させ、第１の偏光フィルム２１上に第２
の位相差層２３や第１の外側樹脂フィルム２５を固着させる。活性エネルギー線の照射に
より硬化させる場合、好ましくは紫外線が用いられる。具体的な紫外線光源としては、低
圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、ブラックライトランプ、メタルハライドランプなど
を挙げることができる。活性エネルギー線、例えば紫外線の照射強度や照射量は、カチオ
ン重合開始剤を十分に活性化させ、かつ硬化後の接着剤層や第１の偏光フィルム２１など
のフィルムに悪影響を与えないように適宜選択される。また、加熱により硬化させる場合
は、一般的に知られた方法で加熱することができ、そのときの温度や時間も、カチオン重
合開始剤を十分に活性化させ、かつ硬化後の接着剤層や第１の偏光フィルム２１などのフ
ィルムに悪影響を与えないように適宜選択される。
【０１０８】
　以上のようにして得られる、硬化後のエポキシ系接着剤からなる接着剤層の厚みは、通
常５０μｍ以下、好ましくは２０μｍ以下、さらに好ましくは１０μｍ以下であり、また
通常は１μｍ以上である。
【０１０９】
　また、接着剤として、接着剤層を薄くする観点から、水系接着剤、すなわち、接着剤成
分を水に溶解した、又は接着剤成分を水に分散させた接着剤を用いることもできる。例え
ば、主成分としてポリビニルアルコール系樹脂又はウレタン樹脂を用いた水系組成物が、
好ましい水系接着剤として挙げられる。
【０１１０】
　第１の偏光フィルム２１の表面に、接着剤を用いて第２の位相差層２３と第１の外側樹
脂フィルム２５を貼合する方法としては、従来公知の方法を用いることができる。例えば
、流延法、マイヤーバーコート法、グラビアコート法、カンマコーター法、ドクターブレ
ード法、ダイコート法、ディップコート法、噴霧法などにより、第１の偏光フィルム２１
及び／又はこれに貼合されるフィルムの接着面に接着剤を塗布し、両者を重ね合わせる方
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法が挙げられる。流延法とは、被塗布物であるフィルムを、概ね垂直方向、概ね水平方向
、又は両者の間の斜め方向に移動させながら、その表面に接着剤を流下して拡布させる方
法である。
【０１１１】
　第１の偏光フィルム２１及び／又はそれに貼合されるフィルムの接着表面には、接着性
を向上させるために、プラズマ処理、コロナ処理、紫外線照射処理、フレーム（火炎）処
理、ケン化処理などの表面処理を適宜施してもよい。ケン化処理としては、水酸化ナトリ
ウムや水酸化カリウムのようなアルカリの水溶液に浸漬する方法が挙げられる。
【０１１２】
　水系接着剤を介して接合された積層体は、通常、乾燥処理が施され、接着剤層の乾燥、
硬化が行われる。乾燥処理は、例えば熱風を吹き付けることにより行うことができる。乾
燥温度は、通常４０～１００℃程度の範囲から選択され、好ましくは６０～１００℃であ
る。乾燥時間は、例えば２０～１，２００秒程度である。乾燥後の接着剤層の厚みは、通
常０．００１～５μｍ程度であり、好ましくは０．０１μｍ以上、また好ましくは２μｍ
以下、更に好ましくは１μｍ以下である。接着剤層の厚みが大きくなりすぎると、第１の
偏光板２０の外観不良となりやすい。
【０１１３】
　（第２の偏光板３０）
　次に、第２の偏光板３０について説明する。第２の偏光板３０は、液晶パネル２の視認
側（前面側）に配置される偏光板である。第２の偏光板３０は、第２の外側樹脂フィルム
３５と、第２の偏光フィルム３１と、第２の粘着剤層３７と、をこの順に積層した層構成
を有している。以下、第２の偏光板３０を構成する各層について説明する。
【０１１４】
　（１）第２の偏光フィルム３１
　第２の偏光フィルム３１としては、上述した第１の偏光フィルム２１と同様に、一軸延
伸されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムに二色性色素を吸着配向させたものを用い
ることができる。第１の偏光フィルム２１と第２の偏光フィルム３１とは、外形（厚み等
）、材質及び製造方法などに関し、同じであっても異なっていてもよい。
【０１１５】
　（２）第２の外側樹脂フィルム３５
　第２の外側樹脂フィルム３５は、第２の偏光フィルム３１の外側に積層される樹脂フィ
ルムである。第２の外側樹脂フィルム３５としては、例えば保護フィルムを採用すること
ができる。この保護フィルムとしては、上述した第１の外側樹脂フィルム２５で説明した
ものと同様の構成を採用することができる。
【０１１６】
　また、第２の外側樹脂フィルム３５として防眩フィルムを採用することもできる。防眩
フィルムとしては、微細な凹凸形状を表面に有するハードコート層が形成されたものを挙
げることができる。このようなハードコート層は、基材フィルムの表面に有機微粒子又は
無機微粒子を含有した塗膜を形成する方法や、有機微粒子又は無機微粒子を含有する、又
は含有しない塗膜を形成後、該塗膜を、凹凸形状を付与したロールの凹凸表面に押し当て
る方法（例えばエンボス法等）などによって製造することができる。
【０１１７】
　さらに、第２の外側樹脂フィルム３５としては、上述した保護フィルムや防眩フィルム
に限定されず、他の機能性フィルムであってもよい。例えば、反射防止、低反射、防汚、
帯電防止などの機能を有するフィルムであってもよい。
【０１１８】
　［反射防止・低反射性の付与（反射防止・低反射フィルム）］
　反射防止膜は、一般に、防汚性層でもある低屈折率層、及び低屈折率層より高い屈折率
を有する少なくとも一つの層（すなわち、高屈折率層又は中屈折率層）を、延伸又は未延
伸セルロースアセテート系等の樹脂フィルム上に設けることで形成される。
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【０１１９】
　屈折率の異なる無機化合物（金属酸化物等）の透明薄膜を積層させた多層膜として、化
学蒸着（ＣＶＤ）法、物理蒸着（ＰＶＤ）法、金属アルコキシド等の金属化合物のゾル／
ゲル方法でコロイド状金属酸化物粒子皮膜を形成後に後処理（紫外線照射：特開平９－１
５７８５５号公報、プラズマ処理：特開２００２－３２７３１０号公報）して薄膜を形成
する方法などが挙げられる。
【０１２０】
　一方、生産性が高い反射防止膜として、無機粒子をマトリックスに分散されてなる薄膜
を積層塗設してなる反射防止膜が各種提案されている。またこのような、塗布による反射
防止フィルムの最上層表面に微細な凹凸の形状を付与した防眩性反射防止層からなる反射
防止フィルムも挙げられる。
【０１２１】
　［防汚性等の付与］
　防汚性、耐水性、耐薬品性、滑り性等の特性を付与する目的で、セルロースアセテート
系等の樹脂フィルムに公知のシリコーン系あるいはフッ素系の防汚剤、滑り剤等を適宜添
加することもできる。これらの添加剤を添加する場合には低ｎ層全固形分の０．０１～２
０質量％の範囲で添加されることが好ましく、より好ましくは０．０５～１０質量％の範
囲で添加される場合であり、特に好ましくは０．１～５質量％の場合である。
【０１２２】
　［防塵性・帯電防止層の付与］
　防塵性、帯電防止の特性を付与する目的で、セルロースアセテート等の樹脂フィルムに
公知のカチオン系界面活性剤あるいはポリオキシアルキレン系化合物のような防塵剤、帯
電防止剤等を適宜添加することもできる。これら防塵剤、帯電防止剤は前述したシリコー
ン系化合物やフッ素系化合物にその構造単位が機能の一部として含まれていてもよい。こ
れらを添加剤として添加する場合には低ｎ層全固形分の０．０１～２０質量％の範囲で添
加されることが好ましく、より好ましくは０．０５～１０質量％の範囲で添加される場合
であり、特に好ましくは０．１～５質量％の場合である。
　（３）第２の粘着剤層３７
　第２の粘着剤層３７も、上記第１の粘着剤層２７において説明したものを同様に用いる
ことができる。第１の粘着剤層２７と第２の粘着剤層３７は、外形（厚み等）、材質及び
製造方法などに関し、同じであっても異なっていてもよい。
【０１２３】
　第２の偏光フィルム３１への第２の外側樹脂フィルム３５の貼合、積層は、第１の偏光
板２０について記述した方法と同様であってよい。第２の偏光フィルム３１の両面に設け
られる接着剤層を形成する接着剤は、同種であってもよく、異種であってもよい。また、
第１の偏光板２０の作製に使用される接着剤と第２の偏光板３０の作製に使用される接着
剤は、同種であってもよく、異種であってもよい。
【０１２４】
　以上が第１の偏光板２０と第２の偏光板３０を構成する各フィルムの説明である。第１
の偏光板２０と第２の偏光板３０は、互いの偏光フィルムの吸収軸が直交するようにクロ
スニコルの配置で液晶セル１０に貼合される。第１の偏光板２０と第２の偏光板３０は、
各フィルムを積層したロール状に巻いた偏光板を枚葉に切り出してシート・トゥ・セル方
式で貼合してもよく、あるいはロール状に巻いた偏光板を枚葉に切り出すことなくロール
・トゥ・セル方式で貼合してもよい。
【０１２５】
　＜第１の実施形態の変形例＞
　上述した第１の実施形態の第２の偏光板３０は、第２の偏光フィルム３１と第２の粘着
剤層３７との間に他の樹脂フィルムを備えていない構成であった。しかしながら、本発明
の液晶パネル２としては、第２の位相差層２３が設けられる偏光板とは反対側の偏光板に
おいて、偏光フィルムと粘着剤層との間に無配向性フィルムを設けるようにしてもよい。
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以下、無配向性フィルムについて詳細に説明する。
【０１２６】
　（１）無配向性フィルム
　無配向性フィルムは、面内や厚み方向に実質的に位相差がない樹脂フィルムであり、第
２の偏光フィルム３１を保護するための保護フィルムとしての機能を有している。無配向
性フィルムとしては、透明性を有しており面内位相差値が小さいものが好ましく、具体的
には、例えばヘイズ値が０．５％以下であり、かつ面内位相差値Ｒｏが３０ｎｍ未満のも
のが好適である。無配向性フィルムは、樹脂材料を膜状に製膜した、延伸されていない樹
脂フィルム（未延伸フィルム）から作製することができる。
【０１２７】
　無配向性フィルムは、実質的に位相差を有していないため、一軸又は二軸性の位相差フ
ィルムのように液晶表示装置１の視野角を広げる機能はないが、これらの位相差フィルム
のように延伸処理などにより分子を配向させる必要がないため製造コストが低い。したが
って、液晶表示装置１の製造コストをより低減することができる。また、無配向性フィル
ムは、延伸処理を行わないため、膜厚が厚くなり内側フィルム２３のハンドリング性が良
好になる。
【０１２８】
　無配向性フィルムを構成する樹脂材料は特に限定されず、例えば（メタ）アクリル系樹
脂、オレフィン系樹脂、ポリ塩化ビニル系樹脂、セルロース系樹脂、スチレン系樹脂、ア
クリロニトリル・ブタジエン・スチレン系共重合樹脂、アクリロニトリル・スチレン系共
重合樹脂、ポリ酢酸ビニル系樹脂、ポリ塩化ビニリデン系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリ
アセタール系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂、ポリ
エステル系樹脂（例えば、ポリブチレンテレフタレート系樹脂、ポリエチレンテレフタレ
ート系樹脂等）、ポリスルホン系樹脂、ポリエーテルスルホン系樹脂、ポリアリレート系
樹脂、ポリアミドイミド系樹脂、ポリイミド系樹脂、エポキシ系樹脂、オキセタン系樹脂
を挙げることができる。これらの樹脂は、透明性や第２の偏光フィルム３１との接着性を
阻害しない範囲で、添加物を含有することができる。
【０１２９】
　上述した樹脂材料は、任意の方法で製膜して未延伸フィルムとすることで、無配向性フ
ィルムを作製することができる。この未延伸フィルムは、透明で実質的に面内位相差がな
いものが好ましい。製膜方法としては、例えば、溶融樹脂を膜状に押し出して製膜する押
出成形法、有機溶剤に溶解させた樹脂を平板上に流延した後で溶剤を除去して製膜する溶
剤キャスト法などを採用することができる。
【０１３０】
　なお、厚み方向の位相差値Ｒｔｈの観点では、無配向性フィルムの厚みが薄いほうが、
位相差値を低減できるため好ましい。具体的には、無配向性フィルムの厚みは１５～４５
μｍが好ましい。特に、第２の偏光板３０のハンドリング性だけでなく、無配向性フィル
ム自体のハンドリング性も考慮すると、３５～４５μｍがより好ましい。
【０１３１】
　＜半透過型ＶＡモード：第２の実施形態＞
　次に、本発明の第２の実施形態について説明する。図２は、本発明の第２の実施形態に
おける液晶パネルと液晶表示装置の断面模式図を示している。この実施形態では、液晶セ
ル１０として半透過型ＶＡモード（半透過型垂直配向モード）を用いた例について説明す
る。この図に示される液晶表示装置１は、第１の実施形態と同様に、液晶パネル２と、バ
ックライト４１と、光拡散板４３と、を備えている。液晶セル１０と、液晶セル１０の背
面側の面に貼合された第１の偏光板２０と、液晶セル１０の視認側の面に貼合された第２
の偏光板３０と、から構成されている。
【０１３２】
　（液晶セル１０）
　本実施形態の液晶セル１０は、第１の実施形態と同様に、ＶＡモード（垂直配向モード



(23) JP 2012-78431 A 2012.4.19

10

20

30

40

50

）の液晶セルであるが、半透過型（半反射型）の液晶セルである点で第１の実施形態とは
相違する。以下、この実施形態の液晶セル１０の具体的構成について説明する。
【０１３３】
　図に示すように、液晶セル１０は、互いに対向した一対の光透過性基板１１と、この光
透過性基板１１の間に形成された一対の電極１２と、一対の光透過性基板１１の間に封入
された液晶層１３と、一方の光透過性基板１１の側に配置されたカラーフィルタ１４と、
電極１２の表面全体に積層された配向膜１５と、を備えている。これらの部材の基本的構
成は第１の実施形態とほぼ同様であるため、詳細な説明は省略する。
【０１３４】
　本実施形態の液晶セル１０は、反射層１７とスペーサ層１８とを備えている点を特徴と
している。反射層１７は、電極１２とその下地材との間に所定の間隔を空けて配設されて
いる。また、スペーサ層１８は、セルギャップを所定の間隔にするための部材である。こ
れらの構成により、視認側からの外光は反射層１７が設けられた反射領域で反射し、バッ
クライト４１からの光は反射層１７が設けられていない透過領域を透過することが可能と
なっている。このような構成を備えることで、半透過型の液晶セル１０は、明所では外光
が反射層１７で反射することで反射型液晶セルとして機能し、一方で暗所ではバックライ
ト４１からの光が透過することで透過型液晶セルとして機能する。
【０１３５】
　本実施形態でも、一対の光透過性基板１１で挟まれた内側に第１の位相差層１６を備え
ている。後述するように、第１の偏光板２０と第２の偏光板３０が円偏光板である場合、
第１の位相差層１６は液晶層１３を挟んで背面側と視認側の両側にそれぞれ設けられる。
例えば、図中では、第１の位相差層１６は、背面側の光透過性基板１１と反射層１７との
間、視認側の電極１２（共通電極）とカラーフィルタ１４との間に、それぞれ１層ずつ設
けられている。これら２層の第１の位相差層１６は、同じ液晶材料や製膜方法で製造した
、同じ光学特性を有するものが好ましい。
【０１３６】
　なお、第１の位相差層１６が設けられる位置としてはこれに限定されない。例えば、背
面側の光透過性基板１１と反射層１７との間、背面側の電極１２（画素電極）と背面側の
配向膜１５との間、背面側の電極１２（画素電極）と反射層１７との間、視認側の光透過
性基板１１とカラーフィルタ１４との間、視認側の電極１２（共通電極）と視認側の配向
膜１５との間など、所望の位置に第１の位相差層１６を設けるようにしてもよい。なお、
第１の偏光板２０と第２の偏光板３０については、第１の実施形態と同様であるため、こ
こでは詳細な説明は省略する。
【０１３７】
　＜透過型ＩＰＳモード：第３の実施形態＞
　図３は、本発明の第３の実施形態における液晶パネルと液晶表示装置の断面模式図を示
している。この実施形態では、液晶セル１０として透過型ＩＰＳモード（Ｉｎ－Ｐｌａｎ
ｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇモード）を用いた例について説明する。この図に示される液晶表
示装置１は、第１の実施形態と同様に、液晶パネル２と、バックライト４１と、光拡散板
４３と、を備えている。液晶パネル２は、液晶セル１０と、液晶セル１０の背面側の面に
貼合された第１の偏光板２０と、液晶セル１０の視認側の面に貼合された第２の偏光板３
０と、から構成されている。
【０１３８】
　（液晶セル１０）
　本実施形態の液晶セル１０は、ＩＰＳモードの液晶セルである。以下、この実施形態の
液晶セル１０の具体的構成について説明する。
【０１３９】
　この図に示すように、液晶セル１０は、互いに対向した一対の光透過性基板１１と、こ
の光透過性基板１１の間に形成された一対の電極１２と、一対の光透過性基板１１の間に
封入された液晶層１３と、一方の光透過性基板１１の側に配置されたカラーフィルタ１４
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と、電極１２の表面全体に積層された配向膜１５と、を備えている。
【０１４０】
　本実施形態では、電極１２は光透過性基板１１のうち一方の側に配置されており、液晶
層１３側に配置された画素電極と、下地材を挟んで画素電極の下に配置された共通電極か
ら構成されている。画素電極は、プラスとマイナスが交互に配置されており、電圧の印加
によって両電極間に電界を発生させるように構成されている。
【０１４１】
　ＩＰＳモードの液晶セル１０では、電極１２に電圧を印加していないとき（非駆動時）
には、液晶層１３の液晶分子は光透過性基板１１に対して水平に配向する。一方、電極１
２に電圧を印加したとき（駆動時）には、液晶層１３の液晶分子は光透過性基板１１に対
して水平に配向した状態で水平面に垂直な軸で回転する。これにより、特に液晶表示装置
１を斜め方向から見たときの視野角が広いという特性がある。
【０１４２】
　本発明の液晶セル１０は、上述の実施形態と同様に、一対の光透過性基板１１で挟まれ
た内側に第１の位相差層１６を備えた位相差層インセルタイプのセルである。図中では、
第１の位相差層１６は、カラーフィルタ１４と液晶層１３の間に設けられている。
【０１４３】
　なお、図では、カラーフィルタ１４と液晶層１３の間に第１の位相差層１６を配置した
例について説明しているが、第１の位相差層１６が設けられる位置としてはこれに限定さ
れない。例えば、背面側の光透過性基板１１と背面側の電極１２（共通電極）との間、背
面側の電極１２（画素電極）とその下地材や背面側の配向膜１５との間、視認側の光透過
性基板１１とカラーフィルタ１４との間など、所望の位置に第１の位相差層１６を設ける
ようにしてもよい。
【０１４４】
　一対の光透過性基板１１で挟まれた内側には、第１の位相差層１６が設けられている。
図中では、第１の位相差層１６は、視認側の電極１２（共通電極）とカラーフィルタ１４
との間に設けられている。しかしながら、第１の位相差層１６が設けられる位置としては
これに限定されない。例えば、背面側の光透過性基板１１と反射層１７との間、背面側の
電極１２（画素電極）と背面側の配向膜１５との間、背面側の電極１２（画素電極）と反
射層１７との間、視認側の光透過性基板１１とカラーフィルタ１４との間、視認側の電極
１２（共通電極）と視認側の配向膜１５との間など、所望の位置に第１の位相差層１６を
設けるようにしてもよい。なお、第１の偏光板２０と第２の偏光板３０については、第１
の実施形態とほぼ同様であるため、ここでは詳細な説明は省略する。
【０１４５】
　ＩＰＳモードの液晶セル１０では、液晶分子自体の複屈折を打ち消すために、第１の位
相差層１６としては正の屈折率異方性を有する、いわゆるポジティブＣプレート（正の完
全二軸性位相差層）が好ましい。ここで、ポジティブＣプレートは、位相差層の面内遅相
軸方向の屈折率をｎｘ、位相差層の面内進相軸方向の屈折率をｎｙ、位相差層の厚み方向
の屈折率をｎｚとしたときに、「ｎｚ＞ｎｘ＝ｎｙ」の関係となる位相差層である。ポジ
ティブＣプレートの厚み方向位相差値は－４００～－２０ｎｍの範囲が好ましい。
【０１４６】
　ポジティブＣプレートの材料や製造方法については、上述したように公知技術を用いる
ことができる。例えば、ポジティブＣプレートを構成する液晶材料としては、ネマティッ
ク液晶などが好ましく用いられる。また、液晶セル１０内にポジティブＣプレートを製膜
する方法としては、液晶セル１０の他の層（例えば、カラーフィルタ１４）の表面に直接
塗布するなどの方法で行うことができる。
【０１４７】
　第１の偏光板２０と第２の偏光板３０のいずれか少なくとも一方には、第２の位相差層
２３が設けられる。ＩＰＳモードの液晶セル１０の場合、液晶セル１０自体の光学異方性
の影響を取り除くために、第１の位相差層１６と第２の位相差層２３は液晶セル１０の液
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晶層１３を挟んで同じ側に設ける必要がある。
【０１４８】
　＜液晶パネル及び液晶表示装置の具体例＞
　次に、液晶パネル２及び液晶表示装置１の具体例について説明する。本発明では、液晶
セル１０の両側に貼合される偏光板２０，３０のいずれか一方の偏光板に、第２の位相差
層２３を１枚備えている。
【０１４９】
　上述したように、液晶セル１０の駆動モードとしては、例えばＶＡモードやＩＰＳモー
ドなどを採用することができる。偏光板２０，３０についても、直線偏光板、円偏光板な
どを適宜採用することができる。また、第１の位相差層１６としては、ポジティブＣプレ
ート、ネガティブＣプレートなどを採用することができ、第２の位相差層２３としては、
ポジティブＡプレート、ポジティブＢプレート、１／４波長板、１／２波長板と１／４波
長板の複合位相差板などを採用することができる。以下に、これらの構成の具体例をいく
つか例示する。
【０１５０】
　＜透過型ＶＡ：直線偏光モード＞
　図１に示した透過型ＶＡモードで、偏光板として直線偏光板を用いた例である。このモ
ードでは、液晶セル１０の内側に配置される第１の位相差層１６としてネガティブＣプレ
ートを備え、偏光板の少なくともいずれか一方にポジティブＡプレート又はポジティブＢ
プレートを備えている。液晶セル１０の内部において、第１の位相差層１６の位置は限定
されず、任意の位置に配置することができる。
【０１５１】
　（ｉ）具体例１
　本具体例は、図４（ａ）に示すように、透過型ＶＡモードの液晶セル１０に第１の位相
差層１６としてのネガティブＣプレート（－Ｃプレート）を備え、背面側に配置される第
１の偏光板２０にポジティブＡプレート（＋Ａプレート）又はポジティブＢプレート（＋
Ｂプレート）としての第２の位相差層２３を備えている。
【０１５２】
　なお、図４（ｂ）に示すように、背面側ではなく視認側に配置される第２の偏光板３０
にポジティブＡプレート（＋Ａプレート）又はポジティブＢプレート（＋Ｂプレート）で
ある第２の位相差層２３を備えてもよい。
【０１５３】
　（ｉｉ）具体例２
　本具体例は、図５（ａ）に示すように、液晶セル１０に第１の位相差層１６としてのネ
ガティブＣプレートを備え、第１の偏光板２０にポジティブＡプレート又はポジティブＢ
プレートとしての第２の位相差層２３を備えている。一方、第２の偏光板３０には、無配
向性フィルム３３を備えている。
【０１５４】
　なお、図５（ｂ）に示すように、第２の偏光板３０にポジティブＡプレート又はポジテ
ィブＢプレートとしての第２の位相差層２３を備え、第１の偏光板２０に無配向性フィル
ム３３を備えてもよい。
【０１５５】
　（ｉｉｉ）具体例３
　本具体例は、図６に示すように、液晶セル１０に第１の位相差層１６としてのネガティ
ブＣプレートを備え、第１の偏光板２０と第２の偏光板３０の両方に、ポジティブＡプレ
ート又はポジティブＢプレートである第２の位相差層２３を備えている。
【０１５６】
　＜半透過型ＶＡ：円偏光モード＞
　図２に示した半透過型ＶＡモードで、偏光板として円偏光板を用いた例である。このモ
ードでは、液晶セル１０の内側に配置される第１の位相差層１６としてネガティブＣプレ
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ートを備え、第１の位相差板２０と第２の位相差板３０の両方に第２の位相差層２３であ
る１／４波長板２３ａを備えている。液晶セル１０の内部において、第１の位相差層１６
の位置は液晶層１３を挟んで背面側と視認側の両側に配置される。
【０１５７】
　（ｉｖ）具体例４
　本具体例は、図７に示すように、液晶層１３を挟んで液晶セル１０の背面側と視認側の
両側に第１の位相差層１６としてのネガティブＣプレートを１層ずつ備えている。また、
第１の偏光板２０と第２の偏光板３０の両方に１／４波長板２３ａとしての第２の位相差
層２３をそれぞれ備えている。
【０１５８】
　（ｖ）具体例５
　本具体例は、図８に示すように、液晶層１３を挟んで液晶セル１０の背面側と視認側の
両側に第１の位相差層１６としてのネガティブＣプレートを１層ずつ備えている。また、
第１の偏光板２０と第２の偏光板３０の両方に１／４波長板２３ａと１／２波長板２３ｂ
の複合位相差板としての第２の位相差層２３をそれぞれ備えている。
【０１５９】
　＜透過型ＩＰＳ：直線偏光モード＞
　図３に示した透過型ＩＰＳモードで、偏光板として直線偏光板を用いた例である。この
モードでは、液晶セル１０の内側に配置される第１の位相差層１６としてポジティブＣプ
レートを備え、偏光板の少なくともいずれか一方にポジティブＡプレート又はポジティブ
Ｂプレートを備えている。液晶セル１０の内部において、第１の位相差層１６の位置は限
定されないが、液晶層１３を挟んで第１の位相差層１６と第２の位相差層２３は同じ側に
配置される。
【０１６０】
　（ｖｉ）具体例６
　本具体例は、図９（ａ）に示すように、液晶層１３を挟んで液晶セル１０の背面側に第
１の位相差層１６としてのポジティブＣプレートを備え、第１の偏光板２０にポジティブ
Ａプレート又はポジティブＢプレートである第２の位相差層２３を備えている。
【０１６１】
　なお、図９（ｂ）に示すように、液晶層１３を挟んで液晶セル１０の視認側に第１の位
相差層１６としてのポジティブＣプレートを備え、第２の偏光板３０にポジティブＡプレ
ート又はポジティブＢプレートとしての第２の位相差層２３を備えてもよい。
【０１６２】
　（ｖｉｉ）具体例７
　本具体例は、図１０（ａ）に示すように、液晶層１３を挟んで液晶セル１０の背面側に
第１の位相差層１６としてのポジティブＣプレートを備え、第１の偏光板２０にポジティ
ブＡプレート又はポジティブＢプレートである第２の位相差層２３を備えている。一方、
第２の偏光板３０には、無配向性フィルム３３を備えている。
【０１６３】
　なお、図１０（ｂ）に示すように、液晶層１３を挟んで液晶セル１０の背面側に第１の
位相差層１６としてのポジティブＣプレートを備えてもよい。この場合、第２の偏光板３
０にポジティブＡプレート又はポジティブＢプレートとしての第２の位相差層２３を備え
、第１の偏光板２０に無配向性フィルムを備えている。
【０１６４】
　以上で説明したように、本発明では液晶セル１０の内側に第１の位相差層１６を備え、
第１の偏光板２０と第２の偏光板３０のいずれか少なくとも一方に第２の位相差層２３を
備えている。このため、液晶セル１０の内側に位相差層のみを配置した従来の液晶パネル
に比べて、視野角特性やコントラスト比が向上するという利点がある。
【０１６５】
　また、上述した実施形態のように、第１の位相差層１６として液晶セル１０内にＣプレ
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ートを配置することによる利点もある。すなわち、従来のアウトセルタイプの液晶パネル
では、液晶セルの外側にＣプレートとしての位相差層を配置していたが、Ｃプレートは厚
み方向に複屈折を有するため、フィルムの延伸による製造が困難である。そこで、本実施
形態のように、液晶セル１０の内部に塗工などの方法で第１の位相差層１６（Ｃプレート
）を製膜し、液晶セル１０の外側ではフィルムの延伸により第２の位相差層２３を製膜す
ることで、液晶パネル２の製造が容易になるとともに液晶パネル２の総厚みを薄くするこ
とができ、更に位相差値の設計も位相差層ごとに独立して行うことができるという利点が
ある。
【符号の説明】
【０１６６】
１　液晶表示装置、２　液晶パネル、１０　液晶セル、１１　光透過性基板、１２　電極
、１３　液晶層、１４　カラーフィルタ、１５　配向膜、１６　第１の位相差層、１７　
反射層、１８　スペーサ層、２０　第１の偏光板、２１　第１の偏光フィルム、２３　第
２の位相差層、２３ａ　１／４波長板、２３ｂ　１／２波長板、２５　第１の外側樹脂フ
ィルム、２７　第１の粘着剤層、３０　第２の偏光板、３１　第２の偏光フィルム、３５
　第２の外側樹脂フィルム、３７　第２の粘着剤層、４１　バックライト、４３　光拡散
板

【図１】 【図２】
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